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当所は、佐賀県の南西部に位置し、鹿島市、嬉野市、藤津郡太良町及び杵島郡白石町の一部（新開・牛屋・

坂田・新明・田野上・戸ヶ里・深浦・辺田）を管轄区域としている。 

 管内面積は、３４５．５８㎢、人口は６４，６２３人（令和７年４月１日現在）で、面積は県全体の約１

４．２％、人口は約８．３％を占めており、雇用保険適用事業所数は１，２９９事業所、雇用保険被保険者

数は１７，４６１人、労働保険事務組合は７組合、中学校８校、高等学校３校、特別支援学校１校となって

いる。 

 管内の産業は、米麦を中心とした第一次産業の比率が高く、農産物では他に「温州みかん」や「イチゴ」

や、嬉野市を中心に栽培されている「嬉野茶」も特産の一つである。 

海産物では有明海の「海苔」の生産は全国的にも有数であり、他にも有明海からは、「カニ」、「カキ」など

が水揚げされている。 

 第２次産業では、食料品製造業が多良山系の湧水を生かした酒造、蒲鉾等、他の製造業では医薬品、船舶

機械及び陶磁器等が主である。 

 第３次産業では、嬉野温泉を中心とした宿泊業、バスなどの運輸業の他、医療・福祉関係の割合が高い。 

 なお、従業員規模１００人以上の事業所は２６ヶ所で、小規模の事業所が大半を占めている。 

 観光面においては、鹿島市には年間３００万人の参拝客が訪れる日本三大稲荷の一つ祐徳稲荷神社があり、 

全国一の干満の差を有する有明海の自然を活かした地域おこしのイベント、「鹿島ガタリンピック」が昭和 

60 年から毎年初夏に開催されている。 

また、嬉野市には豊富な源泉を有する嬉野温泉があり、令和４年９月 23 日に西九州新幹線が開通し、アク

セス面が向上したことにより観光客数が増加している。 

  

 
 

 
 
 

令和 4年 4月 令和 5年 4月 令和 6年 4月 令和 7年 4月 

世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口 

鹿島市 10,075 27,196 10,145 26,916 10,194 26,644 10,210 26,299 

嬉野市 9,265 25,239 9,298 24,995 9,334 24,655 9,405 24,451 

藤津郡 
太良町 

2,777 7,891 2,800 7,743 2,804 7,558 2,791 7,345 

白石町 
の一部 

2,368 6,890 2,382 6,796 2,398 6,669 2,388 6,528 

合 計 24,485 67,216 24,895 66,450 24,730 65,526 24,794 64,623 

資料：佐賀県総務部統計分析課及び白石町 
※ 白石町の一部は、白石町のうち旧有明町（新開・牛屋・坂田・新明・田野上・戸ヶ里・深浦・辺田 

地区）の数値 
 
 

管内概況 

世帯数と人口 

表紙写真 祐徳稲荷神社（鹿島市） 



◎一般職業紹介状況
対前年
増減率

（%、ﾎﾟｲﾝﾄ）

Ⅰ 1 月間有効求職者数 14,560 13,568 12,568 12,666 12,565 ▲ 0.8

2 新規求職申込件数 3,051 3,117 3,190 3,041 2,946 ▲ 3.1

全 3 月間有効求人数 13,852 15,899 16,953 17,384 17,914 3.0

4 新規求人数 5,009 5,679 6,063 6,070 6,238 2.8

5 紹介件数 3,075 3,019 2,958 2,812 2,649 ▲ 5.8

6 就職件数 1,195 1,273 1,278 1,297 1,148 ▲ 11.5

7 充足数 1,047 1,104 1,114 1,181 1,065 ▲ 9.8

数 8 有効求人倍率（3／1） （倍） 0.95 1.17 1.35 1.37 1.43 0.06

9 新規求人倍率（4／2） （倍） 1.64 1.82 1.90 2.00 2.12 0.12

10 就職率（6／2×100） （％） 39.2 40.8 40.1 42.7 39.0 ▲ 3.7

11 充足率（7／4×100） （％） 20.9 19.4 18.4 19.5 17.1 ▲ 2.4

Ⅱ 12 月間有効求職者数 3,822 3,422 3,265 3,202 3,135 ▲ 2.1

13 新規求職申込件数 801 834 804 803 743 ▲ 7.5

Ⅰ 中 14 紹介件数 717 708 686 703 639 ▲ 9.1

の 高 15 就職件数 234 289 273 302 253 ▲ 16.2

う 年 16 就職率（15／13×100） （％） 29.2 34.7 34.0 37.6 34.1 ▲ 3.5

ち 齢 17 月間有効求人数 3,044 3,451 3,434 3,729 3,745 0.4

　 者 18 有効求人倍率（17／12） （倍） 0.80 1.01 1.05 1.16 1.19 0.03

Ⅲ 19 月間有効求職者数 6,097 5,898 5,220 5,367 5,778 7.7

20 新規求職申込件数 1,174 1,196 1,304 1,252 1,292 3.2

パ 21 月間有効求人数 5,779 6,068 6,981 6,615 6,875 3.9

｜ 22 新規求人数 2,153 2,240 2,599 2,388 2,447 2.5

ト 23 就職件数 536 566 547 563 524 ▲ 6.9

24 就職率（23/20×100） （％） 45.7 47.3 41.9 45.0 40.6 ▲ 4.4

Ⅳ 25 適用事業所数 1,296 1,301 1,310 1,311 1,299 ▲ 0.9

26 被保険者数 17,500 17,408 17,441 17,468 17,461 ▲ 0.0

27 資格取得者数 2,613 2,373 2,422 2,564 2,520 ▲ 1.7

28 資格喪失者数 2,469 2,536 2,549 2,533 2,517 ▲ 0.6

29 受給資格決定件数 1,244 1,220 1,244 1,233 1,213 ▲ 1.6

30 初回受給者数 744 742 707 720 625 ▲ 13.2

31 受給者実人員 265 261 276 271 232 ▲ 14.4

32 給付制限 559 614 598 610 568 ▲ 6.9

33 6のうち受給者の就職件数 355 364 362 410 351 ▲ 14.4

※「Ⅰ全数」は、新規学卒者を除く。　「Ⅱ中高年齢者」は、パートタイムを除く、常用のみ。　「Ⅳ雇用保険」の25,26は、
　　年度末の数。　29～33は、基本手当受給者を計上。　ただし、29については、高年齢給付及び特例給付分を含む。
　　31は、各年度の月平均

雇
　
用
　
保
　
険

６年度４年度 ５年度２年度 ３年度



◎主要産業別新規求人受理状況

一般 パート 計 一般 パート 計 一般 パート 計 一般 パート 計 一般 パート 計

Ｄ 建設業 586 13 599 565 14 579 596 18 614 572 17 589 ▲ 4.0 ▲ 5.6 ▲ 4.1

Ｅ 製造業 466 166 632 433 164 597 363 177 540 342 132 474 ▲ 5.8 ▲ 25.4 ▲ 12.2

Ｈ 運輸業，郵便業 203 38 241 174 2 176 199 7 206 246 17 263 23.6 142.9 27.7

Ｉ 卸売業，小売業 374 350 724 288 372 660 327 267 594 348 267 615 6.4 0.0 3.5

Ｍ宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 247 334 581 419 605 1,024 422 626 1,048 324 555 879 ▲ 23.2 ▲ 11.3 ▲ 16.1

Ｎ 生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，娯楽業 82 81 163 74 78 152 78 81 159 93 79 172 19.2 ▲ 2.5 8.2

Ｐ 医療，福祉 1,121 677 1,798 1,109 731 1,840 1,283 749 2,032 1,432 819 2,251 11.6 9.3 10.8

Ｒ ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの) 134 163 297 161 208 369 182 184 366 192 312 504 5.5 69.6 37.7

3,439 2,240 5,679 3,464 2,599 6,063 3,682 2,388 6,070 3,791 2,447 6,238 3.0 2.5 2.8

※他の主要産業として、Ａ・Ｂ農林漁業、Ｄ鉱業、Ｆ電気ガス熱供給水道業、Ｇ情報通信業、Ｊ金融保険業、Ｋ不動産物品賃貸業、Ｌ学術研究、専門・ｻｰﾋﾞ
ｽ業、Ｌ学術研究、専門・ｻｰﾋﾞｽ業Ｏ教育学習支援業、Ｑ複合サービス事業、Ｓ・Ｔ公務その他　　　　　　　　　
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６年度 対前年比較５年度

産   業

３年度 ４年度

644 666 511 491

297 369
366 504

1,798 1,840 2,032 2,251

163 152 159

172
581

1,024 1,048
879724

660 594
615

241

176 206
263

632

597 540
474599

579 614
589

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

年度別主要産業別の新規求人状況 建設業

製造業

運輸業，郵便

業

卸売業，小売

業

宿泊業，飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞ

ｽ業，娯楽業

医療，福祉

ｻｰﾋﾞｽ業(他に

分類されない

もの)
その他

人

5,009 5,679 6,063 6,070 6,238 

3,051 3,117 3,190 3,041 
2,946 

13,852 
15,899 

16,953 17,384 17,914 

14,560 
13,568 

12,568 12,666 12,565 

1.10 
1.16 

1.31 

1.29 

1.25
1.07 

1.26 

1.36 

1.34 
1.29

0.95 

1.17 

1.35 1.37 

1.43 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

倍人 年度別求人・求職状況

新規求人数 新規求職者数 月間有効求人数

月間有効求職者数 有効求人倍率（全国） 有効求人倍率（佐賀県）

有効求人倍率

644 666 511 491

297 369
366 504

1,798 1,840 2,032 2,251

163 152 159

172
581

1,024 1,048
879724

660 594
615

241

176 206
263

632

597 540
474599

579 614
589

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

年度別主要産業別の新規求人状況 建設業

製造業

運輸業，郵便

業

卸売業，小売

業

宿泊業，飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞ

ｽ業，娯楽業

医療，福祉

ｻｰﾋﾞｽ業(他に

分類されない

もの)
その他

人

5,679 6,063 6,070 6,238 

3,117 3,190 3,041 2,946 

15,899 16,953 17,384 17,914 

13,568 
12,568 12,666 12,565 

1.16 1.31 1.29 1.251.26 

1.36 1.34 

1.29

1.17 

1.35 
1.37 

1.43 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

倍人 年度別求人・求職状況

新規求人数 新規求職者数 月間有効求人数

月間有効求職者数 有効求人倍率（全国） 有効求人倍率（佐賀県）

有効求人倍率



◎新規学卒者職業紹介状況 各年3月末現在

※就職者数は自己・縁故就職者を含む。求人数は、管内事業所からの求人数。

◎障害者の職業紹介状況

◎障害者雇用状況 各年度6月1日現在

６年度 2.97%

2.71%

雇用率

32

187.5

237

６年３月卒５年３月卒

計 男 女
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13
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57
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新規求職者数

県 内
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５年度
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226224
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雇用保険適用事業所及び資格取得・喪失状況

資格取

得者数

資格喪

失者数

適用事

業所数

事業所

建設業, 287, 22.1%

製造業, 143, 11.0%

運輸業，郵便業 , 

31, 2.4%

卸売業，小売業, 

207, 15.9%

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞ

ｽ業, 101, 7.8%

生活関連ｻｰﾋﾞｽ

業，娯楽業, 58, 

4.5%

医療，福祉, 201, 

15.5%

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分

類されないもの), 

99, 7.6%

その他, 172, 13.2%

産業別適用事業所数（令和６年度末）

人

建設業, 1,744, 

10.0%

製造業, 3,950, 

22.6%

運輸業，郵便業 , 

802, 4.6%

卸売業，小売業, 

1,481, 8.5%

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞ

ｽ業, 944, 5.4%

生活関連ｻｰﾋﾞｽ

業，娯楽業, 275, 

1.6%

医療，福祉, 5,800, 

33.2%

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分

類されないもの), 

1,048, 6.0%

その他, 1,417, 

8.1%

産業別被保険者の割合（令和６年度末）



◎雇用保険給付関係主要指標

①失業等給付関係
2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

一 般 基 本 手 当 資格決定 907 928 910 902 826

受給者 48 33 33 24 29

受給者 279 264 289 306 344

再就職手当 受給者 305 272 312 310 299

就業促進定着手当 受給者 83 70 75 66 66

常用就職支度手当 受給者 3 3 6 3 4

受給者実人員 2 2 1 1 0

　※就業手当の受給者実人員は月平均値。

②高年齢雇用継続給付
2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

受給者 792 698 653 650 607

受給者 0 0 0 0 0

③育児休業給付
2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

1,221 1,145 1,163 1,154 1,172

　※令和4年10月から出生時育児休業給付金を含む。

④介護休業給付
2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

7 8 12 13 11

⑤教育訓練給付
2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

受給者 13 16 23 18 22

受給者 127 127 114 120 98

⑥雇用安定事業助成金（件数）
2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

1,183 1,156 767 36 3

165 162 181 224 230

1 4 4 2 2

※緊急雇用安定助成金は令和２年４月新設。

地 域 雇 用 開 発 助 成 金

受 給 者

受 給 者

一 般 教 育 訓 練

専 門 実 践 教 育 訓 練

雇 用 調 整 助 成 金 ・ 緊 急 雇 用 安 定 助 成 金

特 定 求 職 者 雇 用 開 発 助 成 金

再 就 職 給 付 金

特 例 一 時 金

高 年齢 求 職者 給 付金

就 職
促 進
給 付

就 業 手 当

基 本 給 付 金



 


